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令和７年第４回魚沼市議会定例会一般質問通告一覧

令和７年１２月３日（１日目）

１番（議席８番）浅 井 宏 昭 一問一答

１．農機バンクの導入について

トラクターやコンバインといった基幹的な農機具は数百万円か

ら数千万円に上り、小規模農家や新規就農者にとっては大きな参

入障壁である。機械は年にわずかな期間しか使われず、稼働率が

低いまま高額投資だけが残るというのが現状である。

まずはこの参入障壁を突破しないことには市内の農業従事者の

増加は非常に難しい。

そこで全国的に広がりをみせている中古農機の台帳登録システ

ム、農機バンクを魚沼市に導入してはどうか。

（１）本市の農業従事者の中で、農業機械の購入及び更新が大き

な負担となっている人の数などの実情は把握しているか。

（２）「農機バンク」の導入について市の見解を問う。

（３）農機バンクを運営する主体について、農協、地域の生産組

織、市直営などの選択肢が考えられるがどのような形態が理

想的か市の見解を問う。

（４）既存の「農業用機械設備導入事業」や「スマート農業機器

導入事業」などの補助制度を、農機バンク制度とどう重ねて

制度設計することで効果を最大化できるか。

２番（議席１３番）関 矢 孝 夫 一問一答

１．魚沼市小中学校の教育環境の在り方に関する答申について

10月２日魚沼市小中学校の教育環境の在り方について、検討委

員会より答申が出された。答申では、小学校は１学年２学級以上、

市内で４校程度を、中学校は１学年３学級以上、市内１校という

提案がされた。現実に向けた具体的な方策として４点、付帯意見

として３点が示されているが、教育委員会としてこの具体的な方

策及び付帯意見をどのように解釈し、再編計画を策定するのか見

解を問う。

２．クマ被害対策について

連日のように全国でクマの出没情報や人身事故が報道されてい

る中、当市も過去にない出没情報が報告されている。９月24日に

「クマ出没警戒・被害対策本部」が設置された。また10月21日に

【 メ モ 】
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は県内初の緊急銃猟が実施されクマ１頭が駆除された。

過去においては当市でも何件かの人身事故も発生していること

から、クマ被害対策について見解を問う。

（１）本年度クマによる被害状況はどのようになっているか。

（２）市内において、緊急銃猟を行える捕獲者は何人で、その身

分の保障はどうなっているのか。

（３）今後クマ被害を防ぐために、具体的にどのような対策を考

えているか。

３番（議席５番）関 武 雄 一問一答

１．鳥獣被害に対する市の対応対策を問う

（１）人災被害が想定されたクマの緊急銃猟実施に当たり課題、

改善はなかったか。

（２）他の野生動物の被害の内容と推移はどうか。

（３）国のクマ被害対策パッケージ早急実施について

① 猟友会継承への支援措置見直しが必要と考えるがどうか。

② 職種を問わないガバメントハンターの育成拡充が必要と考え

るがどうか。

③ 鳥獣対策室の専門部署設置が必要と考えるがどうか。

２．今後の農政対策の考え方を問う

（１）令和８年度米生産計画の方針について

① 国策の見直しによる需要に応じた生産に変更はあるのか。

② 各用途別の需要の推移見直しが必要なのか。

③ 市独自施策の検証はどうか。

④ 区画整備事業を促進すべきではないか。

（２）地域計画達成に向けて

① 担い手育成の持続的な支援を問う。

② 重要事業として位置づけソフト・ハード面において特化して

強化すべきと考えるがどうか。

４番（議席４番）佐 藤 卓 摩 一問一答

１．森林環境税と森林環境譲与税について

令和元年に「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」が

成立し「森林環境税」及び「森林環境譲与税」が創設された。「森

林環境税」は令和６年度から個人住民税均等割の枠組みを用いて、

国税として１人年額1,000円を市町村が賦課徴収している。「森林

【 メ モ 】
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環境譲与税」は、市町村による森林整備を財源として、令和元年

度から市町村と都道府県に対して、私有林人工林面積、林業就業

者数及び人口による客観的な基準で案分して譲与されている。そ

こで大きく２点について問う。

（１）令和元年度から譲与された魚沼市における森林環境譲与税

の使途、現況についてはどうか。

（２）森林環境譲与税の自治体間協定の可能性についてはどうか。

５番（議席９番）星野 みゆ き 一括

１．有害鳥獣の有効利用について

有害鳥獣駆除は、非常に多くの経費と労力、そして危険を伴い

行っている。有害鳥獣の捕獲数は近年、着実に増えている。捕獲

した鳥獣の処理は、鳥獣保護管理法で原則、持ち帰ることとし、

やむを得ない場合は埋設することとされている。複数頭捕獲し、

山奥から持って帰れない場合などは、捕獲者に一任された処理と

なっている。獲物の解体にもかなりの時間を費やし、負担となっ

ている。自家消費にも限りがある。有害鳥獣の捕獲数が年々増加

し、捕獲した個体の処分負担を軽減するためのジビエなどの活用

も有効と考える。ジビエは全国的に外食産業での利用拡大などに

より着実に利用量が増加している。自家消費されないイノシシは、

現在埋設されているが、地域資源として有効活用するため解体施

設及び食肉加工施設の整備が必要と考える。食肉として利活用す

ることにより、地域の所得向上や積極的な捕獲による被害軽減が

見込まれると考える。

また、毎日のようにクマ被害のニュースを見聞きして、我こそ

がと思い、新規の猟師も出てくるのではと思っている。しかし、

中長期的に見ると、この労力、特にこの解体やその後の処分など

の負担をしてまで、続ける方々は減っていくことが予想される。

捕獲個体が増加する中、捕獲者の負担軽減や捕獲後の効率的か

つ適正な処理システムの構築が課題となっている。これらを踏ま

え、以下について質問する。

（１）地域資源として有効活用するため、及び捕獲者負担軽減の

ため、国・県の補助金を利用し解体施設及び食肉加工施設の

整備を検討できないか。

（２）鳥獣被害防止対策への関心やいきものの大切な命を感謝し

ていただく気持ちを深めるため、イノシシ・シカなど地域で

捕獲したジビエを活用し、ジビエ給食を提供できないか。

【 メ モ 】【 メ モ 】
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６番（議席６番）横 山 正 樹 一問一答

１．市内の公共施設や集客施設のトイレの様式化について

市内の公共施設や集客施設のトイレは、和式トイレがいまだに

ある。特に高齢者は和式トイレが使いにくく、他の施設や個人の

トイレを借りに行かなければならないなど、迷惑をかけているの

が現状である。

（１）市内公共施設のトイレ洋式化について

① 現在、市の公共施設で、和式トイレのみの施設はあるか。

② これらの和式トイレについて、改修スケジュールの見込みは

あるか。特に、利用頻度の高い施設における改修を優先的に

進めるべきと考えるがどうか。

（２）民間管理の集客施設におけるトイレ洋式化について

市民の生活動線において重要な、駅や商業施設などの、施設

についても、高齢者や観光客の利便性向上のため、洋式化の必

要性が高いと認識している。市として、これらの事業所に対し、

洋式化改修を促進できないか。市の考えと今後の取組を問う。

２．中山間地域の田んぼを守る仕組みづくりについて

今年の新米仮渡金の上昇で農家の収益が増となり、農家経営が

ようやく成り立つような状況になったと思われる。

このような中であるが、来年から米作りを止める人もいる。今、

中山間地域の米作りに手厚い支援策を講じないと、農業を止める

農家が増え、魚沼市産コシヒカリの生産にダメージを与えること

と、地域の様々な環境の変化が生じてくることになる。また、田

んぼを委託された農家にも限界があり、地域の田んぼを賄えない

状況となっている。そのことが不耕作地の増大や集落の水路管理

や草刈管理等の困難さが増し、農業を持続化できない状況をつく

り出しているとも思われる。

魚沼市の基幹産業であり「魚沼市産コシヒカリ」生産の中山間

地で田んぼを持続化させるため、どのような施策が必要か市長の

見解を問う。

（１）農業未来創造事業 34 事業の活用状況はどうか。

（２）水路管理の状況と課題、今後の水路管理対策はどうか。

（３）農道や高い法面の草刈り作業の支援策はどうか。

（４）農業移住に向けた交流人口の増大はどうか。

【 メ モ 】
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７番（議席１２番）遠 藤 徳 一 一問一答

１．魚沼の魅力を「農」つなぐ成長戦略について

産業建設委員会の視察で「農業振興」の取組が各種課題解決に

つながり、人がつながり、挑戦者を生みまちの原動力になってい

る先進事例を学んだ。

生産者は既に取組を確立している点もあると思うが以下につい

て問う。

魚沼市版成長戦略として、

（１）農の垂直戦略（川上から川下戦略）をどう捉えるか。第６

次産業化ともいえるが検証の必要性はないか。

（２）農の水平戦略（地域、産地、異業種参入）現代版農商工学

連携の今後の取組をどう捉え政策として成長させるか。

（３）農業振興と併せ生態系を守る。安全安心の付加価値農業へ

の取組は可能か。

８番（議席７番）星 直 樹 一問一答

１．市職員の処遇、交互派遣について

（１）職員の通年クールビズの推進について

本市における現在のクールビズ期間と、これまでの運用状況に

ついて、どのように評価しているか。

① 特定の期間に限定せず、温暖化対策と省エネルギーの観点

から通年でクールビズを推進することの必要性について、

市としてどのように考えているか。また、導入に向けた具

体的な検討状況はあるか。

② 通年クールビズを導入した場合、職員の働きやすさや市民

サービスの向上、省エネ効果など、どのようなメリットが

想定されるか、市としての考えはどうか。

（２）職員を守るためのカスタマーハラスメント対策について

① 本市における現在のカスハラの発生状況についてはどうか。

② 職員からの相談窓口や、問題が発生した際に迅速に対応で

きる内部体制はどの程度整備されているのか。

③ 他自治体では、カスハラ指針の策定・相談窓口の明確化・

市民向けの注意喚起ポスターの掲示・研修の実施などの対

応が進んでいる。本市として同様の仕組みを導入している

か。

④ 職員の安全確保やメンタルヘルスの観点から、カスハラ対

策を体系的に検討し、魚沼市独自の指針を策定すべきと考

【 メ モ 】【 メ モ 】
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えるが、市としての見解はどうか。

（３）友好自治体等との職員交流・交互派遣の推進について

① 現在、魚沼市として友好自治体との間で、職員交流や派遣

をどの程度行っているのか実績を問う。

② 友好自治体との間で、文化・産業交流に加え、行政課題の

共有や先進的な取組の学習を目的とした職員の相互交流を

実施することの必要性を、市としてどのように認識してい

るか。

③ 今後、友好自治体との職員相互派遣に関する具体的な検討

や計画はあるか。



- 7 -

令和７年１２月４日（２日目）

９番（議席１４番）高野 甲子雄 一問一答

１．介護人材の確保策について

魚沼市でも高齢化が進んでいる。一方介護人材の不足から介護

施設の閉鎖の動きもある。介護業界の重労働、賃金水準の低さか

ら人手不足の状況も言われている。諸物価高騰もあり、益々人材

不足が危惧される。賃金不足からの開放がまず大切と考える。大

幅な賃金改善を考えるべきと思うがどうか。

２．柏崎刈羽原発の再稼働には反対の意思表示を示すべきだ

柏崎刈羽原発は建設計画当初から地盤が悪く、「豆腐の上の原発」

と言われてきた。2007年の中越沖地震ではマグニチュード6.8の地

震であったが、原発敷地では地盤の隆起と陥没で大変な被害が起

きた。３号機からは黒煙が上がった。道路は大渋滞となり、避難

できないことも証明された。地震での一番の心配はプール内の使

用済みの核燃料同士が触れれば核爆発となることである。

魚沼市は柏崎刈羽原発から30kmであり、風向きは80％が西風で

ある。事故が起きれば逃げられないと思う。柏崎刈羽原発の再稼

働には反対の意思表示を示すべきと考えるがどうか。

１０番（議席３番）古 田島 丞 一問一答

１．道路の草刈りについて

国・県・市道の草刈りは、各所管において定期的に行っている

が、作業を同時期に行うことはできないか。

２．道路の除雪について

（１）今冬の除雪体制の人員は、十分確保できているか。

（２）空き家の増加、高齢化により自宅前道路の除雪、門払いが

できない場所が増えてきている。今後さらに状況が悪くなる

ことが予想されるが、対応策等は検討しているか。

１１番（議席１７番）渡 辺 一 美 一問一答

１．高市内閣の掲げる「責任ある積極財政」について

高市内閣が発足し「責任ある積極財政」を掲げ、これまでの

「国債は借金である」という政府の認識が大きく変化する兆しが

見え始めている。

（１）市長は高市内閣の「責任ある積極財政」についてどのよう

に評価あるいは理解しているか。

【 メ モ 】
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（２）貨幣が生まれる仕組みと経済発展による国民の所得向上の

仕組みを踏まえ、市民一人ひとりの賃上げを確実にするため

に、魚沼市として何をすべきと考えるか。

（３）責任ある積極財政を掲げる高市政権に市長会などを通じて、

どのようなことを要望していく考えか。

２．公営住宅の運用について

生活困窮者や生活保護の方の公営住宅の住み替えや退去に当た

り相談を受けた。そこで、公営住宅の運用の在り方について法制

度やその運用について見解を問う。

（１）公営住宅法の目的と住宅セーフティネット制度の関係性及

び都市整備課の関わり方はどうなっているか。

（２）生活困窮者自立支援制度との関係性及び都市整備課の関わ

り方はどうか。

（３）住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体制の強化

方針では「市区町村による居住支援協議会設置を促進し、住

まいに関する相談窓口から入居前・入居中・退居時の支援ま

で、住宅と福祉の関係者が連携した地域における総合的・包

括的な居住支援体制の整備を推進」とあるが、魚沼市はこの

協議会を設置済みか。あるとすれば、どのような運営形態か。

ないとすれば、この協議会の役割をどこが担っているのか。

（４）住宅セーフティネット制度での、要配慮者が円滑に入居で

きる民間賃貸契約の整備において４点の市場整備策を掲げて

いる。これら４つの具体的内容と魚沼市の整備状況、及び公

営住宅におけるこれらの整備状況はどのようになっているか。

特に、生活困窮者の住み替えや退去時の対応はどのようにな

っているか。

１２番（議席１０番）大 桃 俊 彦 一問一答

１．今こそデータセンター（ＤＣ）誘致を魚沼市へ

今までもＤＣの誘致・建設については幾度となく質問をしてき

た。ここ最近はＤＣの太平洋側への集中とリスク分担の必要性及

び日本海側「ミッシングリンク」解消などで、2025年10月に東北

電力、ＮＴＴ東日本、日本政策投資銀行は、東北・新潟地域への

ＤＣ誘致を推進するため、業務協力協定を締結した。この地域は

豊富な電力エネルギーのポテンシャルがあり、冷涼な気候である

ことから立地に適した強みを有する有望なエリアと考え、計画段

階から連携してサポートするとしている。私はＤＣの誘致に魚沼

市は冷涼であり、誘致面積も十分かつ強固な岩盤等を有し絶対的
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有利な誘致条件にあると５年前から話をしてきた。その意味では、

随分と遅い業務協力協定と感じている。また、世界に目を向けれ

ば、11月９日の報道には、世界は人工知能（ＡＩ）を支えるＤＣ

の建設ラッシュだと大きく報道されている。こうしたＤＣに関す

る記事が目立つ今日であり、その後のＤＣへの取り組み進捗がど

のように進められているのか問うとともに、今こそＤＣを魚沼市

に誘致する考えがあるのか問う。

（１）今までの答弁では、海底ケーブルの陸揚げ局の設置個所が

定まっていないことや関心を示す企業が見当たらないとして

いたが、その後の進捗状況など動きがあるか。

（２）この度の報道でＤＣ誘致を推進する話を得て、どのように

受け止めたか。

（３）関東周辺地域では建設反対運動により事業を断念する事態

が発生している。今こそ魚沼市は最適地であることを、トッ

プセールスとして、業務協力協定を締結した団体に掛け合う

検討がされるべきだと考えるが、市長の見解を聞く。

１３番（議席１５番）本 田 篤 一括

１．ＰＦＡＳ（パーフルオロアルキル化合物及びポリフルオロアル

キル化合物）と環境・健康対策について

（１）ＰＦＡＳ問題への認識について

① 国は規制や監視の動きを強めている。市として、市民の健

康と環境を守る上でどの程度の認識で取り組むべき重要な

課題としているか市の見解を問う。

② 水道水以外の調査の必要性について、土壌、農産物など、

ＰＦＡＳの実態調査の必要性を考えているか。

（２）その対応について

市民の健康影響調査について、当市はコホート調査など中長

期的な検診を行っており、この問題に対しても早急に行うべき

と考える。市として、将来的にこのような健康調査を実施する

考えがあるか、市の見解を問う。

（３）積極的な行動を

① 市内の潜在的な汚染源となり得る可能性のある地域の調査

を行わないか。

② ＰＦＡＳに関する情報は専門性が高く、市民に正しく理解

してもらうことが重要である。市はリスクコミュニケーシ

ョンを図っていくか。
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２．自転車への交通反則通告制度の導入に関する周知について

老若男女、外国の方々などへの周知徹底を望むが、市としての

動きはどのようなものか。

３．ごみ処理場について

当市においても、経験したことのない過去最大の公共事業とな

ることは間違いない。財政上は問題ないのか。

４．二次元コードの活用について

積極的利用はＳＤＧｓの視点からも有効と考える。市報や公共

施設の案内に積極的に活用してみないか。

１４番（議席１１番）大 平 恭 児 一問一答

１．学校給食について

（１）政府が来年度から小学校の給食無償化に踏み出すことが示

されている。その際に、当市は、全国から比べ給食費が高い

状況にある。国に対して自治体の負担なしで無償化とするよ

う求めてもらいたいがどうか。

（２）今後の学校給食について、物価高騰の中でも、地元食材の

使用も含め、質や量も向上することを基本に考えていただき

たいがどうか。

（３）中学校給食の助成について、市独自でも考えていくべきと

考えるが、その認識を問う。

２．地域医療について

2024年度は自治体病院の86％が赤字、大規模急性期病院は９割

超が経常赤字である。全国自治体病院協議会が今年８月に病院の

24年度決算状況をアンケートに基づき公表した。地域を揺るがす

ような問題である。こういう懸念が全国に広がっていることを踏

まえて以下に問う。

（１）市立小出病院の経営悪化の心配もある。現状の病院運営を

どのように捉えているか。また、今後の見通しについての認

識を問う。

３．柏崎刈羽原発県民意識調査について

新潟県が行った県民意識調査ＵＰＺ県内自治体とそれ以外の自

治体の県民からも調査を行った。市民にとっても、事故が起こっ

た際には、大きな影響を受ける重要な問題である。長岡市では、

独自に市民のアンケートに対する結果を分析し、公表を行ってい

る。
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（１）当市でも、県からアンケートの結果をもらい独自に調査分

析するべきではないか。

（２）全体でのアンケート結果をどのように捉えているか。

４．新幹線騒音問題について

堀之内地域長屋の住民がいまだに解決せず、新幹線の騒音問題

に長年苦しんでいる状況にある。

（１）これまで、根本的な解決には至っていないとしている。こ

れまでどのような取組をしてきたか、改善は少しでもあった

のか。また現状について、住民の方々の気持を市はどのよう

に認識しているのかを問う。

（２）今後、住民への支援制度について考えはないのか問う。

５．クマ対策について

（１）今年度、クマの出没状況と対応状況はどうか。

（２）発生時の住民への周知の状況、予防的な啓蒙などについて、

十分な周知が図られ、今年は、幸いなことに当市では、人身

被害などはなかったと思う。今後、中長期的な対策も必要で

ある。検討していることは何か。

（３）専門的な知識のある職員の配置や、直接雇用で鳥獣被害な

どのハンターやパトロールなどの育成と配置を考えていくべ

きではないのか。認識を問う。

１５番（議席２番）磯部 竜太郎 一問一答

１．事業承継支援について

本市では、市民に惜しまれながらも廃業を決断する企業も少な

くなく、事業承継に関する機運が必ずしも高まっているとは言い

難い状況にある。今後は、市として事業承継を後押しし、地域企

業の存続と雇用維持を図る施策を強化していくことが求められる。

以上の観点から、以下について問う。

（１）本市にある事業者の後継者不在率と、事業承継支援が特に

必要と認識している事業者数を問う。

（２）国による事業承継支援制度は整備が進む一方、支援体制や

伴走支援人材が不足している自治体も少なくない。本市にお

ける現状の支援体制・人員・機能、また今後の課題認識を問

う。

（３）事業承継は早期に着手すればするほど取り得る選択肢が広

がる。経営者への意識啓発、金融機関・商工団体との連携強

化、承継診断の拡大などの、早期着手を促す具体的な取組に
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ついて問う。

（４）親族内に限らず第三者承継が増える傾向にある現状を鑑み、

魚沼市としての、Ｍ＆Ａマッチング支援、事業承継データベ

ースの整備、専門家派遣制度の構築など、新たな支援強化に

ついての具体的な方策について問う。

（５）株式会社バトンズは、長岡市において後継者不足に悩む経

営者の声を拾う相談窓口として、地域おこし協力隊を配置し

ている。本市においても、後継者不足や事業承継の相談窓口

として、民間企業や地域おこし協力隊等、専門人材の知見を

活用する取組を提案する。この点について、市の見解を問う。

２．共生型福祉社会の実現に向けて

（１）本市において、共生型福祉社会の実現に向けて認識してい

る課題を問う。

（２）地域で生活する全ての世代を支え合う共生型福祉は、地域

包括ケアの深化にも資するものと考える。本市として、共生

型福祉社会の実現に向けた今後の政策方向性を問う。

（３）富山型デイサービスは人的・金銭的負担が大きく、制度上

の課題も多いとされる。共生型福祉社会の実現に向けて、福

祉施設の運営者の負担軽減や、立ち上げ・継続を支援するた

めの市としての支援策の現状と、今後の強化策を問う。

（４）共生型福祉を持続可能な形で広げるためには、行政だけで

なく、地域住民、専門職、医療・介護機関、教育機関などの

連携が不可欠である。自治体として、関係機関とどのように

連携し、地域全体で支える仕組みを構築していくのか問う。

（５）共生型施設の運営には、多様な利用者に対応できる専門性

と、柔軟な現場対応力を持つ人材が必要である。本市として、

人材育成や人材確保に向けた方針や支援策を問う。

（６）本市における現実的な方策として、共生・地域密着型の福

祉を実現するため、公民館や地域の集会所、今後廃校となる

学校などの公共施設の一部を改修・活用し、共生型デイサー

ビスを設置することを提案する。自分の生まれ育った地域の

中心地で、次世代の地域の主役となる子どもたちの遊ぶ声を

聞きながら最期を迎えられる環境は、多くの市民にとって充

実した人生であったと感じられるものになると考える。この

点について、市の見解を問う。
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